
Society 5.0の実現に向けた技術の活用

無人電動カート活用による新交通システム構築

ドローン i-Land プロジェクト

○ Society 5.0の実現に向けた技術の活用を、まち・ひと・しごと創生の横断分野として位置付け、強力に推進。
○ この一環として、情報通信技術等の活用による社会実験等に対する支援を推進。

第2期に向けた取組例について 資料５－３

ＡＩを活用した市民主体のヘルスケア推進

ロボットトラクタによる農作業の自動化・効率化

出典：農水省HP

出典：近未来技術等社会実装事業
事例集（H31.3 ）・豊橋市

出典：輪島市・日本商工会議所資料

出典：五島市HP・Google map

Society5.0の実現に向けた技術の活用の例
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「海外から稼ぐ」地方創生

○海外への訴求力が高く、地域の成長産業である農林水産業と観光業の戦略的連携により、
①一次産品や加工品の輸出を通じた海外現地での需要開拓（アウトバウンド）
②訪日外国人の拡大と地方への誘客による地域内消費獲得（インバウンド）
の好循環を実現し、「海外から稼ぐ」地域の取組みを、地方創生担当部局を中心とする関係省庁が一丸となって支援。

欧
米
・ア
ジ
ア
市
場

①輸出
拡大

②インバ
ウンド
拡大

対日投資促進
※海外販路開拓を行う
地域商社への投資等

農林水産業等 観光業

輸出・インバウンド拡大を通じた
地域内経済好循環の実現

一体的に推進

【海外需要開拓型地域農観連携の取組み】

《豊岡市の取組（豊岡版DMO）》

《唐津市の取組（唐津コスメティック構想）》

フランスを中心とする海外
コスメ企業に対する誘致
活動や地場企業との業務
提携を推進。

ツバキ油等の地元産物を
原料とした美容健康商品
を海外市場に展開。

閑散期に訪れる欧
米豪の観光客を
ターゲットとした観
光事業を展開。

旬の魚介や野菜
を調理するなど、
地域資源を生か
したプログラムを
実施。

（出典）観光庁作成資料

※括弧内は全国に占める割合。

（参考２）地方部の外国人延べ宿泊者数
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地域密着型の「コンパクト型地域商社」の活
動を通じて農業の計画生産化、所得の向上・
安定、若手農家の事業化を支援。

同時に近畿・中国地方への取組の横展開
の支援にも注力。滋賀で立ち上げた地域商
社（㈱東近江あぐりｽﾃｰｼｮﾝ）は年商６億円規
模まで成長。

地方創生を担う人材・組織の育成

○ 地域において地方創生に資する取組を行う組織が増加。一方、地域再生法に基づき地方公共団体が指定
している地域再生推進法人は全国で１６法人にとどまる。

○ このため、様々な取組を行う組織を、①その取組内容等に応じて類型化のうえ見える化し、②全国的なネッ
トワークの構築によるノウハウの横展開を可能にすることで、地方創生を担う組織・人材をさらに増大させる。

○ 加えて、行政と連携してそうした組織等の支援を行う「中間支援組織」の育成と活用を推進する。

事例１（地域商社）
有限会社 漂流岡山

地方創生を担う具体的な組織例

ｃ ｃ

事例２（起業支援型中間支援組織）
NPO法人 おっちLABO

雲南市が開講した次世代育成事業「幸雲南
塾」の卒業生が、若者の地域活動を支援する
中間支援NPOを設立。

ネットワークとビジネススキルを持つ人材を
「コーディネーター」として誘致・雇用し、地域
の様々な組織・人材・資源と課題解決人材
（幸雲南塾生）をつなぐことにより、地域の課
題解決に取り組む。

出典：有限会社漂流岡山 出典：NPO法人おっちLABO

地域の新たな経済を生み出すローカルベン
チャーの輩出・育成を目的に、10の自治体と
NPO法人が協働。

地域課題の解決力とビジネス構築力を同時
に磨く「ローカルベンチャーラボ」等の取組に
より、ローカルベンチャーによる売上規模増、
起業家創出、人材と地域のマッチングを目指
して活動。

ｃ

事例３（広域起業支援型中間支援組織）
ローカルベンチャー推進協議会

（NPO法人ETIC.×岡山県西粟倉村等10自治体）

出典：ローカルベンチャー推進協議会 3



高等学校等における人材育成

○ 将来、地域を支える人材を育成するため、高等学校等において、「ふるさと教育」等の地域課題の解決等を
通じた探究的な学びを推進。また、地域留学など、地方の魅力に触れる取組も重要。

○ 地域の経済・産業振興のためには、高等専門学校における人材育成も重要。地域課題解決に資する高専
の取組を推進する必要。

出典：文部科学省

長
野
県
飯
田O

ID
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長
姫
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「地
域
人
教
育
」 出典：文部科学省
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留
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要
性

出典：島根県

島
根
県
に
お
け
る
地
域
系
部
活
動
の
設
置

出典：岩本悠氏 4



関係人口の創出・拡大

○ 地域における多様な課題の解決や、将来的な地方移住者の増加に向けて、様々な形で都市住民等が特定
の地域と継続的に関わる「関係人口」の創出・拡大を図る。

○ このため、地域と都市住民等とをつなげるコーディネート体制の構築を推進（関係案内所・関係案内人）。
・都市住民等を受け入れたい地域のニーズの掘り起こし
・各地域における取組に関する情報収集・都市住民等への情報提供 等

○ なお、地方での兼業・副業など、「しごと」に関しては、地域の「プロフェッショナル人材拠点」や、民間の人材
仲介組織等と連携して実施。

地 域

コーディネート拠点
（関係案内所
・関係案内人）

都市住民等

特定地域への
関心を有する若者等

人材仲介
組織等 しごと

ファン

中小企業等

地域住民・
地域づくり団体等

兼業・副業等
希望人材

兼業・副業として
地域に関わる人材の活用

特定地域との継続的な関わりを
求める都市住民等の創出・拡大

※全国レベルにおいても各地域における取組
に関する情報を共有しネットワーク化を図る

出典：一般社団法人かかみがはら暮らし委員会

出典：株式会社grooves

連携

ニーズの掘り起こし等 情報収集・情報提供等

【活動内容イメージ】
ファン

しごと
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地方の暮らしの情報発信の強化

○ 通勤時間、可処分所得、住宅コストなどの地方の暮らしに係る情報を、データに基づき、女性や子育て世帯
など属性を考慮をした、的確かつ東京も含めて比較可能な形で発信。

（出典）総務省「社会生活基本調査」（H28）

一日当たりの通勤等時間（平日）

時間
（分）

時間
（分）

1 大分 56 25 福島 66
2 秋田 57 25 沖縄 66
2 鳥取 57 27 長崎 68
2 鹿児島 57 28 宮城 69
5 島根 58 28 群馬 69
6 青森 59 28 静岡 69
6 山形 59 31 栃木 70
6 福井 59 32 岐阜 71
6 宮崎 59 33 三重 72
10 山口 60 33 広島 72
10 佐賀 60 35 岡山 73
12 富山 61 36 滋賀 75
12 愛媛 61 37 福岡 77
14 北海道 62 38 茨城 81
14 岩手 62 39 愛知 82
14 長野 62 39 京都 82
14 和歌山 62 41 兵庫 84
14 香川 62 42 大阪 89
19 石川 63 43 奈良 96
19 山梨 63 44 東京 97
19 高知 63 45 埼玉 101
22 新潟 65 46 千葉 108
22 徳島 65 47 神奈川 110

22 熊本 65 82

都道府県 都道府県

全国

（出典）平成26年全国消費実態調査

勤労者世帯（2人以上世帯）の収支の状況
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個々人の希望をかなえる少子化対策

○ 各地方公共団体が、子育てのサポート体制、働き方、住環境等の地域ごとの課題を明確化し、これに対応
した地域ごとの取組を展開する「地域アプローチ」による取組を推進。

※「地方創生×少子化対策」検討会（第2回） 静岡県プレゼン資料より抜粋

◎ふじのくに少子化突破戦略の羅針盤（静岡県）
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スポーツ・健康まちづくりの推進

○ 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催等により、今後、スポーツへの関心の高まりや、
訪日外国人の増加が期待される。この絶好の機会を逃さず、地域の更なる活性化につなげる必要。
○ このため、地域の魅力的なスポーツ資源等を有効活用したまちづくりを強力に推進。
○ また、「歩く」まちづくりなど、スポーツを通じた健康増進の取組による地域のブランディング化も一層推進。
○ これらのスポーツ・健康まちづくりの取組については、関係省庁が一丸となった取組が必要。

【ビワイチ推進プロジェクト】

【オガールアリーナ】

※出典：ニュースリリース配信サービス「PR TIME」
※出典：滋賀・びわ湖観光情報、地方創生推進事業交付決定事業概要

JR紫波中央駅前（岩手県紫波町）の活性化を図るため整備された複

合施設「オガール」に設置されている日本初のバレーボール専用コー
ト。日本国内のプロチームの合宿等で広く活用。

ハード・ソフト面で安全・安心に自転車を楽しめる基盤や施
設の整備、人材の育成を加速し、観光コンテンツの魅力向
上、周遊ルートの開発・発信を強化。

県内外から多くのサイクリング愛好家が訪れ、琵琶湖１周す
る人の数も近年右肩上がりに増加。

運動の必要性やバランスの良い食生活の重要性などを伝えること
で、健康への意識の向上を図ることを目的としたイベントをイオンモー
ル広島府中（広島県安芸郡）で開催。厚生労働省、経済産業省、ス
ポーツ庁が連携した健康増進イベントは全国初。

【FUN + HEALTH FESTA】

※出典：TOKYO 2020 PRE-GAMES TRAINING CAMPS ONLINE GUIDE

各地の先進的な取組（例）
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